
10 0

開
発
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
企
業

40カ国以上で給水事業を実施

国際協力業界で働く

日本テクノ

開
発
途
上
国
の
水
問
題
に
挑
む

日
本
テ
ク
ノ
は
１
９
７
６
年
の

設
立
以
来
、
政
府
開
発
援
助
（
Ｏ

Ｄ
Ａ
）
を
通
じ
て
開
発
途
上
国
の

地
方
給
水
、
衛
生
改
善
に
取
り
組

ん
で
き
た
。
同
社
が
関
わ
っ
た
給

水
事
業
の
対
象
国
は
ア
フ
リ
カ
、

中
近
東
、
ア
ジ
ア
、
中
南
米
な
ど

50
カ
国
以
上
に
わ
た
る
。
中
で
も

セ
ネ
ガ
ル
や
ガ
ン
ビ
ア
、
ザ
ン
ビ

ア
、
イ
エ
メ
ン
、
パ
キ
ス
タ
ン
な

ど
で
は
、
日
本
に
よ
る
給
水
分
野

の
支
援
が
始
ま
っ
た
当
初
か
ら
一

貫
し
て
事
業
に
参
画
し
て
お
り
、

高
い
プ
レ
ゼ
ン
ス
と
信
頼
を
得
て

い
る
。

同
社
は
２
０
１
５
年
に
、
国
内

上
下
水
道
分
野
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

の
実
績
を
持
つ
日
本
水
工
設
計
株

式
会
社
の
グ
ル
ー
プ
企
業
と
な
っ

た
。
こ
れ
を
き
っ
か
け
に
、
近
年

で
は
給
水
事
業
に
加
え
、
上
下
水

道
分
野
の
事
業
に
も
よ
り
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

途
上
国
の
水
に
関
わ
る
事
業
は
、

地
方
部
で
小
規
模
か
つ
比
較
的
シ

ン
プ
ル
な
給
水
施
設
を
整
備
す
る

援
助
か
ら
、
都
市
部
で
大
規
模
か

つ
、
よ
り
複
雑
で
高
度
な
水
道
施

設
を
整
備
す
る
援
助
へ
と
シ
フ
ト

し
て
い
る
。
東
南
ア
ジ
ア
で
は
、

早
く
か
ら
上
下
水
道
施
設
の
建
設

が
首
都
か
ら
地
方
都
市
へ
と
展
開

さ
れ
た
一
方
、
ア
フ
リ
カ
で
は
近

年
、
同
様
の
動
き
が
広
が
り
つ
つ

あ
る
。
水
、
衛
生
、
環
境
分
野
の

ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
同
社
の
活
躍
の

場
は
一
層
広
が
っ
て
い
る
。

社
員
に
求
め
る
資
質
は
、
相
手

の
話
を
よ
く
聞
き
、
理
解
し
て
行

動
で
き
る
こ
と
、
文
化
や
環
境
の

変
化
に
対
応
で
き
る
こ
と
、
好
奇

心
と
探
求
心
を
持
ち
、
意
欲
的
に

業
務
に
取
り
組
め
る
こ
と
。
通
年

採
用
の
た
め
、
随
時
応
募
を
受
け

付
け
て
い
る
。
同
社
で
は
、
環
境

社
会
配
慮
や
財
務
分
析
な
ど
に
関

わ
る
業
務
も
多
い
た
め
、
技
術
系

だ
け
で
な
く
文
系
の
人
に
も
海
外

で
活
躍
で
き
る
機
会
が
た
く
さ
ん

用
意
さ
れ
て
い
る
。

設立 ▶ １９７６年
資本金 ▶ ８，６００万円
従業員 ▶ 40人
本社 ▶ 東京都中央区
海外拠点 ▶  ダカール（セネガル）、

ルサカ（ザンビア）
事業分野 ▶  水資源開発／造

水、都市水道／地
方給水、環境／再
生可能エネルギー／
廃棄物、下水道／

衛生、社会開発、プロ
ジェクト評価など

募集職種 ▶  テクニカル・スタッフ
（エンジニアリング系
専門職、社会科学系
専門職）

募集人数 ▶  若干名

募集人材 ▶  文系・理系   
新卒・中途   
学士・修士

企業・採用情報

アフリカで多くの実績

社会開発やプロジェクト評価も

POINT

高架水槽／セネガル
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海外での初仕事は、パキスタンのファイサラバード市という町で実施したＯＤＡ案件です。ここで
は１日６時間しか給水されておらず、現在、24時間給水を目指して上下水道のマスタープラン作り
を進めています。
インフラ整備の優先順位は道路、電気、ガスの順
であり、上下水道が整備されるのは比較的最後の
段階です。ファイサラバード市内の川はすごく汚れて
おり、悪臭もします。そんな場所で子どもたちが遊ん
でいるのを見ると、下水処理が可能な施設の整備が
急務だと感じます。

印象深いプロジェクトや業務は？

日本ではインフラ施設はすでに整備されているため、現在の注力分野は建設よりも維持管理
業務です。そのため、国内ではモノづくりに関わらない若手技術者が増えています。
私のようにモノづくりを長く経験してきた技術者は、インフラ整備が遅れている途上国に活躍の
場が多くあると感じています。言葉の壁はあっても、努力すれば時間とともに解決できるので、挑戦
してみてほしいと思います。

この仕事を目指す読者へ一言

日本テクノ（株）

代表者
代表取締役社長 金井重夫
代表取締役副社長 髙松章二

〒104-0054
東京都中央区勝どき3-12-1
フォアフロントタワー7階

TEL 03-6703-0510
Email　jat-tyo@jat.co.jp

Company Data

執行役員 管理本部 技術管理部 部長
（日本大学工学部土木工学科卒業）

松原 逸郎 さん
Matsubara Itsuro

●  パキスタン・ファイサラバード上下水道・排水
マスタープランプロジェクト
●  ギニア・首都飲料水供給改善計画フォロー
アップ協力
●  パプアニューギニア・ポートモレスビー下水
道管理能力向上プロジェクト

2015年に日本水工設計のグループ会社になった日本テク
ノに転籍しました。最初の仕事は、作業時間管理や原価管
理、品質管理、社内に向けた技術情報の発信など。翌年か
らはＯＤＡ案件に関わるようになりました。ＯＤＡでは地方給
水の案件が減ってきているのに対し、上下水道の案件は伸
びています。日本テクノには下水道の技術者が少なかった
ので、下水道の実務経験のある私がＯＤＡ案件に参加し、
現場にも行くようになりました。

大学卒業後に就職したゼネコンでは、工事現場
の施工管理をしていました。最初は関西で宅地開
発や道路工事、下水道工事に携わりました。６年
後に東京に異動してからは、需要の多かった下水
道の業務が主体となり、都市部において「推進工
事」や「シールド工事」の土木工事に関わりました。

設計業務を大別すると計画・設計と実施設計に
分けられますが、私は下水道の実施設計にずっ
と従事してきました。下水処理場やポンプ場など
の構造物を担当する部署で建設に関わった下
水処理場は、青森から静岡までの10カ所以上。
ポンプ場も同じぐらいの数を手掛けました。その
後、下水管

かんきょ

渠の実施設計の部署の配属となりま
した。

社員に聞きました！ ゼネコン時代

日本水工設計時代

現在

大学卒業後、 
中堅ゼネコンに就職23歳

日本水工設計に転職34歳

日本テクノに転籍60歳

海外での初仕事でパキスタ
ン赴任61歳

これまでの主な担当プロジェクト
出勤前と通勤中に 英語の勉強
作業スケジュール 確認

現地では処理場の予定地を視察

今日のTo Do！
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国際協力の仕事

日本テクノ株式会社
設 立
資 本 金
従 業 員
本 社
事業分野

募集職種

募集人数
住 所

T e l
M a i l
H P

1976年
8,600万円
40人
東京都中央区
水と衛生、貧困削減、ジェンダー、
保健・医療
テクニカルスタッフ（エンジニアリング系専門
職、社会科学専門職）
若干名
〒104-0054 東京都中央区勝どき3-12-1　
フォアフロントタワー7階
03-6703-0510
jat-tyo@jat.co.jp
http://www.jat.co.jp/
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高架タンクの完成時によろこび集う村の人たち

　

日
本
テ
ク
ノ
は
１
９
７
６
年
の

設
立
以
来
、
政
府
開
発
援
助
（
Ｏ

Ｄ
Ａ
）
を
通
じ
て
開
発
途
上
国
の

地
方
給
水
、
衛
生
改
善
に
ソ
フ
ト

と
ハ
ー
ド
の
両
面
か
ら
取
り
組
ん

で
き
た
。

　

同
社
が
か
か
わ
っ
た
給
水
事
業

の
対
象
国
は
ア
フ
リ
カ
、
中
近

東
、
ア
ジ
ア
、
中
南
米
な
ど
50
カ

国
以
上
に
わ
た
り
、
援
助
機
関
や

各
国
政
府
機
関
が
主
な
ク
ラ
イ
ア

ン
ト
だ
。
事
業
対
象
国
の
中
で
も

セ
ネ
ガ
ル
や
ガ
ン
ビ
ア
、ザ
ン
ビ
ア
、

イ
エ
メ
ン
、パ
キ
ス
タ
ン
な
ど
で
は
、

日
本
に
よ
る
給
水
分
野
の
支
援
が

始
ま
っ
た
当
初
か
ら
一
貫
し
て
事

業
に
参
画
し
て
お
り
、
高
い
プ
レ

ゼ
ン
ス
と
信
頼
を
得
て
い
る
。

　

同
社
は
２
０
１
５
年
に
、
国
内

上
下
水
道
分
野
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

の
実
績
を
持
つ
日
本
水
工
設
計
株

式
会
社
の
グ
ル
ー
プ
企
業
と
な
っ

た
。
こ
れ
を
契
機
と
し
て
、
近
年

で
は
都
市
の
上
下
水
道
分
野
の
事

業
に
も
よ
り
積
極
的
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

　
「
世
界
中
で
さ
ら
に
深
刻
化
す
る

水
分
野
の
課
題
に
取
り
組
み
、
公

的
資
金
だ
け
で
な
く
、
民
間
投
資

を
含
む
多
様
な
ス
キ
ー
ム
に
よ
る

開
発
事
業
に
対
し
て
、
高
い
専
門

性
と
新
し
い
発
想
に
よ
る
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を

目
指
し
ま
す
」
と
同
社
の
幹
部
は

ビ
ジ
ョ
ン
を
語
る
。

　

ま
た
採
用
に
つ
い
て
は
、「
専

門
性
を
伸
ば
し
て
い
け
る
素
地
を

持
っ
た
人
を
求
め
て
い
ま
す
。
中

途
採
用
が
中
心
で
す
が
、
若
い
人

も
採
用
し
て
い
ま
す
」
と
述
べ
る
。

通
年
採
用
を
行
っ
て
い
る
同
社
で

は
、
随
時
応
募
を
受
け
つ
け
て
い

る
。

開
発
途
上
国
の

水
問
題
に
挑
む

水
を
対
象
に

多
様
な
ア
プ
ロ
ー
チ
で

青年海外協力隊で行った国に再訪できた
　当社で、私の所属するプロジェクト管理課は、プロジェクト発掘・受注から完了
まで、案件担当を割り振って一気通貫でフォローしています。契約書や各種証明書、
精算、チーム内や対外との調整や進捗管理、成果品のチェック、語学力を活かした
海外との窓口業務など守備範囲は多岐にわたります。私は入社後、無償資金協力事
業「セネガル国農村地域における安全な水の供給と衛生環境改善計画」で、プロジェ
クト業務担当として日本でバックアップを行いました。写真のような給水施設の建
設や、学校や病院にトイレと手洗い場をつくるプロジェクトです。青年海外協力隊
で派遣された地域に、今度は仕事でかかわることができてうれしかったです。この
仕事では、段取り力やコミュニケーション力が日々鍛えられています。これからは、
英語と仏語を活かして国際機関のプロジェクト管理にも挑戦していきたいです。

不便なところに届く仕事に
かかわり続けたい

　大学で緊急人道支援についての講演を聞いたことから、国際協力の
仕事を目指し始めました。それまで専門的な技能を持たなければ国際
協力の世界で活躍の場はないと思っていましたが、その講演が、文系
でもできることがあると知るきっかけでした。大学卒業後、マラリア
防虫蚊帳のBOPビジネスを行う総合化学メーカーに就職しました。
その事業部の方のお話を伺う機会があって、まず現地を知りたいと思
い立ち、青年海外協力隊としてセネガルで活動しました。水道も電気
もない村の人といろいろな話をし、一緒に活動をする中で、こういう
生活を楽にできる仕事をしたいと思い始めました。帰国後、開発コン
サルティング企業で業務調整などを経験させていただいたのち、今の
会社に入社しました。プロジェクト管理の仕事は奥が深く、これから
は未経験の仕事も自ら調べ、考えながら進めていきたいです。

出張中は予期しないことがいくつも
起きますが、日本でつくった進捗リ
ストとスケジュール表を使って、帰
国日までに仕事を
終わらせます！

「進捗リストとスケジュール表」

吉田 泉さん
管理本部業務部
プロジェクト管理課

大阪大学人間科学部を卒業

総合化学メーカーに入社

青年海外協力隊
（職種：村落開発普及員）
でセネガルへ

開発コンサルティング企業に入社

日本テクノに入社

　

途
上
国
の
水
に
か
か
わ
る
事
業

は
、
地
方
部
で
小
規
模
か
つ
比
較

的
シ
ン
プ
ル
な
施
設
を
整
備
す
る

案
件
か
ら
、
都
市
部
で
大
規
模
か

つ
高
度
な
施
設
を
整
備
す
る
案
件

へ
と
シ
フ
ト
し
て
い
る
。
水
、衛
生
、

環
境
分
野
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
同

社
の
活
躍
の
場
は
い
っ
そ
う
広
が

っ
て
い
る
。
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ポストコロナの水協力

2020.8　国際開発ジャーナル 53IDJ　August 202052

“現場主義”からの提案

　地球システム科学は、水資源開
発と防災分野を主体に技術協力、
無償資金協力などで高い専門性を
発揮している。新型コロナの感染
が広がる中、アジア、アフリカな
どで協力事業に従事する同社の技
術者はすべて帰国し、現在は国内
でできる作業を見極めながら、事
業にあたっている状況だ。
　特筆すべきなのは、日本政府の
緊急事態宣言発動後から既往と新
規の案件別に「タスクフォース」
を編成し、今後の取り組みや新規
案件の形成に向けた検討・協議を
精力的に続けていることである。
既往案件のタスクリーダーは、同
社管理本部品質管理室の上村三郎
室長、新規チームのリーダーは、
水資源事業部技師長・管理本部の
畑裕一本部長が務める。既往案件
を統括する上村氏によると、複数
の技プロチームの動向が社内で一
体的に共有されるとともに、それ
ぞれの案件がどういう段階にあり、
どういった部分・要素を国内作業
に振り替えていくかなどを、全社
的に「合意形成」できたという。
　また、タスク活動を通し、上村
氏が参画するスーダンの水開発で、
今後求められる対応として27案
件をリストアップした。それぞれ

優先順位をつけて国際協力機構
（JICA）に提案することができ
たという。「私たちが立脚するの
は“現場主義”。この視点に立て
ば既往案件の中からも提案できる
ことは多い」と上村氏は話す。

「プロジェクト研究」の形成

　新規対応チームは検討するステ
ージを①渡航制限期、②移行期、
③ポストコロナ期に整理し、各期
の連関を意識し検討を進めた。
　アフリカでは日本の政府開発援
助（ODA）により1万本以上の
井戸が掘られているが、過去実施
された情報収集・確認調査でその
全施設のデータベースが整備され
ている。渡航制限期の取り組みと
して、同社はまずこのデータベー
スに着目した。畑氏は「そこから
教訓や課題を抽出・整理し、新し
い水と防災セクターの案件形成に
つなげていきたい」と話す。具体
的には両セクターの既往案件から
情報・データを収集・整理、ある
いは「プロジェクト研究事業」に
より教訓や課題を整理していく。
　移行期では、前段の情報・デー
タ整理などの成果を踏まえ、水や
衛生分野を睨んだ「感染症対策準
備プロジェクト」や「感染症予防
対策を施した多目的避難所」など、
実際の案件形成を進め、ポストコ

ロナ期に入れば、途切れることな
く技プロ、無償資金協力などの実
施につなげていきたい考えだ。
　渡航制限期の取り組みとして重
視される既往施設データベースの
活用は、水セクターではハンドポ
ンプから水中モーターポンプなど
に換装し、管路給水が可能になる
井戸を特定できるなど効果は大き
い。現行のクライテリアは井戸1
本当たり250人～300人で、「管
路給水を整備し、10～20戸単位
で給水設備を作れば“密”の状態
は避けられる」（畑氏）。
　また、アフリカの岩盤地帯での
地下水開発で大変な苦労を重ねた
という上村氏も「過去のデータを
使って掘り直すこともできる。こ
れまでの“財産”を使わない手は
ない」と強調する。一方、これま
での反省として畑、上村の両氏が
指摘するのは「衛生というキーワ
ードはあったものの、十分に対応、
実践できなかった」ということだ。
アフリカ諸国などでは住民が井戸
の近くにトイレを作り、使用して
いるケースが多く、畑氏らは衛生
教育の重要性も痛感している。
　水開発は、持続可能な開発目標
（SDGs）のゴール１から６の社
会開発系の目標を視野に入れ、複
合的なアプローチが欠かせなくな
っていると畑氏は強調している。

（株）地球システム科学

水・衛生分野を重視した案件形成に注力
――渡航制限・移行・ポストコロナの3期ごとに戦略策定

「安全な水不足」の問題

　新型コロナの感染拡大が続く中、
世界保健機関（WHO）は「水供
給と衛生に留意した行動」の重要
性を再三にわたり強調した。すな
わち、水と石鹸などによる手洗い
が感染を防ぐ、もっとも効果的な
手段に位置づけられている。
　「ところが手を洗う水がない。
特にサブサハラアフリカの村落部
の住民はこの問題に直面している。
持続可能な開発目標（SDGs）は
“誰も取り残さない”と謳ってい
るが、現実には多くの人々を取り
残していることが今回明らかにな
った」。こう語るのはアフリカを
主体に開発途上国の水供給・衛生
改善分野で実績を持つ日本テクノ
の横木昭一副社長だ。国連児童基
金（UNICEF）によれば、水と
石鹸で手を洗う設備が自宅にない
人は世界で30億人に上るとされ、
うち16億人は水か石鹸のどちら
かを利用できず、さらに14億人
にはまったく手立てがない。
　給水分野などに対する日本の政
府開発援助（ODA）の動向を見
てみると、地方・村落給水案件は
減少しており、支援の比重はアフ
リカにおいても首都圏や地方の中
核都市周辺にシフトしている。限
られた援助資金の中、投資効果を

高める狙いもあるが、一方で「途
上国の村落部における給水事業は
一巡した」という声があるのも事
実だ。だが、現実には衛生改善を
伴う地方給水事業の需要が高いこ
とに気付かされる。今後の支援を
どうするか。横木氏らがまず重視
するのは「施設規模」の問題だ。
　これまで注力してきたハンドポ
ンプ型の給水施設では、人口増加
に給水量が追いつけなくなってお
り、これをソーラー型モーターポ
ンプなどに換装する必要がある。
汲み上げる水量を増やすとともに、
貯水タンクに溜め、複数の公共水
栓につなげていく。また、コロナ
禍の中、防疫のため、一歩踏み込
んで各戸給水の道を切り開くべき
だと同社は強調する。「現行の無
償スキームでは各戸接続を含む案
件はまだ限定的である。しかし、
先進国ドナーの中には各戸給水を
標準で実施するところもあり、日
本も前向きに検討すべき時期にあ
る」と横木氏は話す。
　一方、アフリカでは万単位の井
戸がODAによって掘られてきた。
「これまで業務を担ったコンサル
タント各社には井戸データがすべ
て残っている。それらを生かし、
村落の人口動向などを衛星写真や
グーグルアースなどを使い、給水
施設を格上げするための基本計画

策定などは国内でもできる」。こ
う強調するのは同社副社長の内山
昭彦氏だ。
　どの施設をハンドポンプからモ
ーター型に変換するか、新規に開
発すべき場所はどこか。投資効果
を高めていく上でも、こうした調
査は重要であろう。

「人口密度」の問題

　日本のODAが比重を置く首都
圏や地方都市部のインフォーマル
な居住地、スラムなどでは給水施
設や手洗い設備の普及が遅れ、さ
らに人口密度が極めて高いことか
ら、新型コロナの爆発的感染拡大
が懸念されている。
　こうした点を踏まえ、同社技術
本部技術第二部の岩本政俊部長は
「支援の都市部へのシフトは、事
業の効率性や投資効果の向上に効
果があると思うが、新型コロナは
基本的に“密”になってはいけな
いことを教えている。その意味で
地方給水は依然重要であるし、今
後は地方都市の周辺地域に、人口
が分散するように、経済・農業・
保健などを含めたマルチセクター
で考えていかなければならない」
と指摘する。「水」を起点とした
地域開発、都市・交通計画作りは、
ポストコロナ期の不可欠な開発フ
ァクターになるかもしれない。

日本テクノ（株）

膨大な地方給水事業のアセットを生かせ！
――「密」を避けるマルチセクター・アプローチによる水開発を
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ハードとソフトの両面から
包括的に村落部の給水・衛生状況を改善
モザンビーク 
ニアッサ州持続的村落給水・
衛生改善プロジェクト

コンサルティング：	 日本テクノ（株）

モザンビークでは村落部におけ
る安全な水や衛生施設へのアクセ
ス率が低く、特に開発が遅れてい
た地域が同国北部のニアッサ州で
ある。同州では、コレラ、赤痢、
腸チフス、下痢症などの罹患率や
乳幼児の死亡率も高く、安全な水
の供給と衛生改善が急務となって
いた。

本計画（2013 〜 17）では同州の
４郡を対象として、安全な水への
アクセス改善のため、ハンドポン
プ付き深井戸給水施設の建設（50
カ所）、既存給水施設の改修（65
カ所）、それら給水施設の住民に
よる維持管理体制の整備支援、プ

ロジェクト関係者への能力強化支
援などを行った。さらに、衛生環
境の改善のため、小学校における
手洗い施設付きトイレの建設（20
校）と教員・生徒に 対する手洗い
やトイレの維持管理指導、野外排
泄撲滅を目指すコミュニティ主導
による包括的な衛生啓発活動など
も実施した。

本計画は「給水と衛生をセット
とし、施設設計・施工から維持管
理体制の構築、住民啓発まで」を
一つの案件の中で包括的に実施し
た点が大きな特徴である。ハード
面では、地域の文化的背景や行動
様式を考慮しつつ、ジェンダーや

障害者へ配慮した設計を行うとと
もに、同地域での自立発展性を促
進する観点から地元の民間業者を
活用し、彼らの能力強化を行いつ
つ施工を行った。ソフト面では、
関係者の主体性を促しつつ、長期
的・持続的な視点でのきめ細やか
な人材育成を行うことで、地域全
体での給水・衛生改善が実現され
た。

同州では今後、管路給水施設の
建設とその維持管理体制強化を目
的としたプロジェクトが計画され
ており、新型コロナ感染拡大防止
を含め、同州における一層の給水・
衛生の改善と発展が期待される。

＜技術協力＞

新しいトイレの完成に喜ぶ生徒たち

村での衛生啓発活動（適切な手洗い指導含む）トイレの維持管理指導

建設されたハンドポンプ付き深井戸施設

深井戸建設

MOZAMBIQUE ポストコロナの水協力
（P47～57参照）


